
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

２１２０１

若手研究(B)

2016～2014

応急仮設住宅団地における有効なキャッシュ・フォー・ワークの研究

Research on effective cash for work program in emergency temporary housing 
complex

４０４５４０３７研究者番号：

後藤　裕介（Goto, Yusuke）

岩手県立大学・ソフトウェア情報学部・准教授

研究期間：

２６７５０１１６

平成 年 月 日現在２９   ６ ２７

円     1,700,000

研究成果の概要（和文）：被災地域に適したキャッシュ・フォー・ワーク（CFW）プログラムを設計するための
シミュレーションモデルを構築した．構築したモデルは仮想都市における住民と事業者の労働市場でのふるまい
を表現したもので，公開されている統計情報と整合するように生成されたものである．様々な状況シナリオにお
いてシミュレーションを行い，CFWプログラム効果の経験則の成立条件を分析した．

研究成果の概要（英文）：We have developed a simulation model for designing a CFW program suitable 
for affected areas. The developed model expresses the behavior in the labor market of residents and 
business operators in the virtual city, and it was generated to be consistent with published 
statistical information. We conducted a simulation experiment in various situational scenarios and 
analyzed the conditions for establishing the stylized facts about the CFW program.

研究分野：社会シミュレーション
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１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災は甚大な被害をもたらし，多
数の住民が応急仮設住宅団地での生活を強
いられた．同時に，震災により多数の失業・
求職者が発生し，建設業などの肉体労働に対
する求人は潤沢な一方で，被災地住民の多数
を占める高齢者や女性にも務まる一般・事務
職への求人は少なく，深刻なミスマッチが生
じていた． 
 このような背景から，被災地域住民の生活
支援のために「キャッシュ・フォー・ワーク
（労働対価による支援．以下 CFW）」が注目さ
れており，実際に国や自治体による緊急雇用
創出事業の中で実践されてきた．CFW は被災
地において復旧・復興のために被災者自身が
働いて関与し，その労働に対して対価が支払
われることで被災者の生活を支援する手法
であり，被災地域で職を提供することができ
る点が義援金による支援と異なる． 
 有効な CFW プログラムの設計・実践に関し
ては国内外を含めて（1）支払われる賃金水
準が高い場合に地域民間事業者による雇用
を阻害すること，（2）不適当な仕事を CFW で
実施すると復興過程に貢献しないこと，（3）
CFW が提供する仕事が適当でないと平時の就
労への職業訓練（自立支援）とならないこと
などが経験則として知られているが（引用文
献①），これらの経験則が成立するかどうか
は当該地域の内部・外部の要因の影響が大き
い一方で，各要因の影響の程度などの理解は
十分でない．実証的な方法は事象の特殊性か
ら有効性が限定的で，対象が複雑社会システ
ムであることから解析的な方法での分析も
困難である． 
 このような複雑社会システムを対象とし
た分析・設計のためのツールとして社会シミ
ュレーションがある．シミュレーションは
様々な状況設定が可能であり，内部・外部要
因の変数を変化させて実験を行うことで，経
験則の成立条件や多様な評価基準への影響
の程度を系統的に明らかにすることができ
るが，これまで復興段階のシミュレーション
活用は十分でなかった．特に復興段階では労
働市場，人口動態，家計などの多種のモジュ
ールを導入する必要があるが，これらはこれ
まで独立に研究・開発されてきており，これ
らを統合したモデルはなかった． 
 
２．研究の目的 
 本研究課題では現在および今後の大規模
震災時において，被災地域に適した CFW プロ
グラムを設計するためのシミュレーション
分析を行う．具体的には以下の 2つを目的と
する．（1）自治体内における CFW プログラム
の効果を分析するためのシミュレーション
モデルを構築する．（2）様々な状況シナリオ
においてシミュレーションを行い，CFW プロ
グラム効果の経験則に関する理解を深める． 
 
 

３．研究の方法 
 研究は以下の（1）〜（4）の手順で進めた．
（1）モデル構築のための調査・分析．ヒア
リングや報告書，関連する研究知見，各種統
計情報の調査結果から三角測量的アプロー
チを採用し，総合的に判断してモデル構造を
決定する．（2）モデル構築．仮想都市モジュ
ール，同モジュール内の住民エージェント，
事業者エージェント，労働市場モジュール，
同モジュール内の住民/事業者両エージェン
トの行動などを定式化し，モデル構築を行う． 
（3）パラメータ値調整（妥当性の確認）．モ
デル内で現実のデータを利用することがで
きないパラメータに関して，その値を調整す
る．この時，調整がうまく行っているかどう
かは，実際の求人倍率とシミュレーションが
出力した求人倍率の誤差の最小化の観点で
調整する．（4）シミュレーション分析．複数
の自治体を対象として，CFW プログラムの設
計変数に関する感度分析を行い，CFW の経験
則の成立条件（境界条件）を明らかにする． 
 
４．研究成果 
 研究目的（1）および（2）に対応して研究
成果を報告する． 
 
（1）CFW プログラムの効果分析のためのシミ
ュレーションモデル 
 構築したモデルは仮想都市モジュールと
労働市場モジュールから構成される．仮想都
市モジュールにおいては，対象とする自治体
の住民エージェントと事業者エージェント
が行動を行う．この行動を定義するのが労働
市場モジュールである．労働市場モジュール
では住民/事業者エージェントの労働市場に
おける行動（就職・転職・採用）を定義する． 
 住民は現実の統計情報で明らかにされて
いる実際の人数を計算機上に再現する．事業
者エージェントは産業大分類ごとに仮想的
に1つの事業者が存在するとモデル化してい
る． 
 住民エージェントは，世帯番号，年齢，性
別，個人収入，世帯収入，職種（職の有無，
雇用形態も含む），在職期間，所持スキルを
変数として持つ．このうち，世帯番号（誰が
どの世帯に属するか），年齢，性別は平成 22
年度国勢調査結果の年齢別人口，世帯人員別
一般世帯数のデータに基づき決定した．個人
収入，世帯収入，職種については平成 22 年
度国勢調査結果の労働力状態別人口，産業別
就業者数，平成 22 年国民生活基礎調査のデ
ータを参考にして確率的に世帯収入を割り
振り決定した．所持スキルは労働研究機構の
「成人の職業スキル・生活スキル・職業意識」
調査の職業スキルを参考に設定した．在職期
間はシミュレーション開始時には1年以上在
職していると設定した． 
 事業者エージェントは，業種，定員，現在
の従業員数，雇用形態，必要スキル，募集年
齢，習得スキルを変数としてもつ．業種は産



業大分類の 18 種類のうち，対象とする自治
体において事業所が 100 以上あるものから，
現地住民が実質的に当該職には就けないも
のを除外し，農林漁業，建設業，製造業，運
輸・郵便業，金融・保険業，卸売・小売業，
飲食・宿泊業，サービス業の 8種類のいずれ
かとした．そのほかの事業者は採用活動に関
わらないよう設定する．定員，現在の従業員
数，募集年齢は平成 22 年度国勢調査のデー
タをもとに事業者ごとに設定し，給与は対象
とする自治体のハローワークに掲載されて
いる求人情報を参考に設定した． 
 CFW の事業者は実際の東日本大震災におい
て実施されたものを参考にして事業者エー
ジェントとして変数値を定義している．ただ
し，CFW の事業は有期であるため，実施期間
が変数として追加している． 
 労働市場における行動は以下のように定
めた（図 1）．現実には多様な行動ルールがあ
りうるが，分析のために関連する知見を整理
して妥当であると考えられるルールを組入
れている． 

図 1：労働市場での行動ルール 
 
（2）シミュレーション分析結果 
 シミュレーションは 1ステップを 1週とし，
震災前平成 22 年 3 月から震災後 4 年経過時
までの 5年間を対象期間とする．ベースシナ
リオにおけるパラメータ値の調整では，厚生
労働省岩手労働局の平成 22 年 3 月以降の求
人倍率とシミュレーション上の求人倍率の
誤差が小さくなるよう調整を行っている．震
災後については平成 24 年 2 月経済センサス
のデータをもとに各事業者の定員数を新た
に設定し，求人倍率の誤差が小さくなるよう
に調整した．調整したパラメータ値で実際の
求人倍率とシミュレーションが出力した求
人倍率を比較したものが図 2である． 
 図 3・4 は例として岩手県大船渡市を対象
としたときにCFWプログラムの設計要因であ
る賃金水準と提供する労働種類を変化させ
たときのCFWから民間事業者への転職者数の
推移を整理したものである． 
 

 
図 2：大船渡市のケースにおける調整結果 
図 3：賃金水準変更時の民間事業者への転職

者数推移 
図 4：習得スキル変更時の民間事業者への転

職者数推移 
 
 図 3からは当該地域では経験則の 1つであ
る「支払われる賃金水準が高い場合に地域民
間事業者による雇用を阻害すること」が例え
ば賃金20万円/月のようなときには成立する
ことが分かった．また例えば 11 万円，14 万
円，16 万円の水準では転職者数へのインパク
トはあまり大きくないことも明らかになっ
た． 
 図 4からは労働種類を変化させて，労働を
通じて得られるスキルに変化があったとし
たときの影響を示している．経験則の 1つで
ある「CFW が提供する仕事が適当でないと平
時の就労への職業訓練（自立支援）とならな
いこと」について，対象地域では事務作業ス
キルが加わることにより転職者数に良い影
響があること，また習得できるスキルがなか
ったとしてもある程度の人数は転職が可能
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であることが明らかになった． 
 このように経験則成立条件の同定や政策
効果に関する定量的な示唆を可能にし，この
シミュレータを使った分析により，指標値を
改善するような政策検討が可能になった． 
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